




には特別活動, 総合的学習の時間, 外国語活動 (小のみ),
道徳 (小中のみ, 2017 年版からは ｢特別の教科｣) が位
置づけられる. このうち, 本稿で対象とする ｢教科外活
動｣ は ｢特別活動｣ およびその前身とされている ｢特別
教育活動｣ や ｢教科以外の活動｣ である.
多くの先行研究において, ｢特別活動｣ には二つの系
譜があると整理されている. ひとつは 1949 年版学習指
導要領の ｢教科課程｣ のなかに国語, 社会, 理科等の教
科とならんで設けられていた ｢自由研究｣, それを発展
的に継承した 1951 年版の ｢教科以外の活動｣ (中学校は
すでに ｢特別教育活動｣) の系譜と, その後の学習指導
要領で設けられた学校行事 (1958 年版) や学級指導
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要旨
通説では ｢特別活動｣ には二つの系譜がある. ひとつは ｢自由研究｣ ｢教科以外の活動｣ ｢特別教育活動｣ など, 子どもた
ちの自主性や自治活動を重視する系譜である. もうひとつは ｢学校行事｣ ｢学級指導｣ など, 子どもたちの自主性や自治活
動を考慮することなく学校が主導性を発揮して企画・実施・指導する系譜である. しかし, 実は, ｢教科以外の活動｣ や
｢特別教育活動｣ 自体が自治の重視と自治の否定という二重性をもっていた. 学習指導要領が改訂されるたびに, 学校が主
導性を発揮して企画・実施・指導する領域が新設されていく. これを外的なインパクトとして前者の系のなかに潜在してい

















成される教科課程 (School Subjects) であった.
この教科課程のなかに国語や社会などの教科とともに
教科の学習以外の自主的な学習の時間として, ｢自由研













＊ ある児童は工作に, ある児童は理科の実験に, ある
児童は書道に, ある児童は絵画に…….















ち, クラブ組織をとって, この活動のために, 自由
研究の時間を使って行くことも望ましいことである.
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【表 1 1947 年版】
教科課程
国語, 社会, 算数, 理科……
自由研究 (自主的学習, クラブ, 学級の仕事)
課外活動 儀式, 児童自治会, 集会, 行事……
当番活動や学級委員の仕事は 1951 年度版では ｢教科以
外の活動｣ のなかの ｢学級会｣ や ｢いろいろな委員会｣
として再編される.




 自由研究から教科以外の活動 (特別教育活動) へ
1951 年版では自由研究が廃止され, 小学校で ｢教科
以外の活動｣, 中学校で ｢特別教育活動｣ が新設される.
図 1にしたがって 1947 年版と 1951 年版との違いを確認
しておこう.
① 1951 年版では, カリキュラムが ｢教科｣ と ｢教科
以外の活動｣ (特別教育活動) の 2領域で構成され,
これまでの ｢教科課程｣ に代わり ｢教育課程｣ とい
う用語が採用されている.
② ｢教科｣ は 1947 年版の ｢自由研究｣ 以外の教科と,
｢自由研究｣ のなかの ｢自由な学習｣ で編成されて
いる.
③ ｢教科以外の活動｣ は, ｢学級を単位としての活動｣
と ｢民主的組織のもとに, 学校全体の児童が学校の
経営や活動に協力参加する活動｣ で構成されている.
④ ｢学級を単位としての活動｣ は, 1947 年版の ｢自由





童会｣ ｢児童会の種々な委員会｣ ｢児童会｣ へと再編
され, さらに ｢奉仕活動｣ が加わっている.
⑥ 行事等はまだ課外活動のままである.
 ｢教科以外の活動｣ を設けた理由





















的, 情緒的, 知的, 身体的発達に寄与する｣ ことが期待
される活動だからである. また, 学習指導要領 (小学校







は, 社会性, 文化性, 道徳性の発達を目的として設けら
れたことがわかる2.
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【図 1 1947 年版から 1951 年版へ】
















































こうして 1951 年版学習指導要領は, ｢教科｣ と ｢教科
以外の活動｣ や ｢特別教育活動｣ などの名称が与えられ
た教科外活動との二領域編成となり, 教科課程にかえて
教育課程という用語が採用されるようになった. またこ
れにより, それ以前は課外活動 (extra-curricular ac-
tivities, カリキュラムの外側の活動) であった諸活動
の一部が, 正課の教科以外の活動 (extra-class activi-
ties, カリキュラムの内側かつ授業以外の活動) となる.














るほど, この一文は ｢特別教育活動｣ という名称を採用
した中学校編の解説であるから, 学習指導要領の名称に
ついては ｢特別教育活動｣ はたんに ｢教科外活動｣ とか
｢課外活動｣ ではないことが強調され, ｢教科｣ 領域と並
ぶ ｢正規の学校活動｣ とされている. しかし, この時点
では小学校編はいまだ ｢教科以外の活動｣ という領域名
称を用いており, 教育学における基本的な領域区分は今












































ない教科外活動｣ は ｢学校の管理＝経営活動｣ の一環で
ある. 換言すれば ｢教科外における児童生徒の活動のう
ち……, 教育的に編成されたもの｣7 が教育課程内の教
科外活動 (｢教科以外の活動｣ や ｢特別教育活動｣) であ
る8. この整理にもとづけば, 集団づくりは, ｢教育課程













う評価するか. 一面では, ｢児童全体の集会, 児童の種々
な委員会・遠足・学芸会・展覧会・音楽会・自由な読書・
いろいろなクラブ活動等｣ への目的的・計画的な指導に
よって, ｢社会的, 情緒的, 知的, 身体的発達｣ が期待




こそ, 1958 年以降の特別活動について, 学校による企
画・実施・指導を重視し, 子どもたちの自主性や自治活
動を重視しない学校行事 (1958 年版) や学級指導 (1968
年版) の系譜と, 子どもたちの自主性や自治活動を重視

































き組織になった. いや, すでに 1949 年の段階で, 文部








そうすると, 1958 年版以降の特別活動には, 学校に
よる企画・指導を重視し, 子どもたちの自主性や自治活
動を重視しない学校行事や学級指導の系譜と, 子どもた


































級自治会から ｢自治｣ を抜いて, 学級経営への参加協力
のための組織 (association) として学習指導要領に記
載されることになったと推察される.








図 2にしたがって, 1951 年版から 1958 年版への変化
を確認していこう.
① 1951 年版の ｢教科以外の活動｣ を名称変更し, 小
中ともに, ｢特別教育活動｣ と名称を統一した.
② ｢特別教育活動｣ は, 1951 年版の ｢学校の経営や活
動に協力参加する活動｣ (4 つの活動) と ｢学級を
単位としての活動｣ (3 つの活動) を, 児童会活動12,
クラブ活動, 学級会活動の 3つに再編成した.
③ ｢特別教育活動｣ と並んで, ｢学校行事｣ と ｢道徳の




1958 年版学習指導要領 (小学校) では, 特別教育活




るもの｣ と書かれているように, 児童会活動, クラブ活





また, 学級会活動は, ｢学級ごとに, 全員をもって組




この学級会活動の説明の ｢学級｣ を ｢学校｣ に変換した
ものが児童会活動の説明である. 1951 年版には児童会
と記載されているが, 1958 年版は児童会活動と記され
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【図 2 1951 年版から 1958 年版へ】




























































51 年版までと異なって ｢試案｣ ではなくなり, 文部省
によって ｢法的拘束力｣ があると主張され, その拘束力








｢儀式, 学芸的行事, 保健体育的行事, 遠足, 学校給食
その他上記の目標を達成する教育活動｣ と記載されてい















1958 年版では ｢特別教育活動｣ という領域のなかに
下位領域として ｢児童会活動｣, ｢クラブ活動｣, ｢学級会
活動｣ があった. 1968 年版では ｢児童会活動｣, ｢クラ
ブ活動｣, ｢学級会活動｣ という編成はそのままで, この
三つの活動を包括するカテゴリーが ｢児童活動｣ と命名





また, ｢特別教育活動｣ が ｢児童活動｣ に名称変更さ





は, 1958 年版でも同じであるが, 1958 年版では ｢特別
教育活動｣ と ｢学校行事｣ は教科外領域のなかの独立し
た下位領域であったのに対して, 1968 年版では, ｢児童
活動｣ と ｢学校行事｣ は ｢特別活動｣ という領域のなか
の下位領域である. ということは, 子ども主体を建前と
していた ｢特別教育活動｣ が格下げされ, 子どもの自治
を重視する考え方がいっそう後退したと言わなければな






動｣ ではないのか. ｢特別教育活動｣ のもとに ｢児童活
動｣ ｢学校行事｣ ｢学級指導｣ をおくというのではいけな




新設された ｢学級指導｣ について見ていこう. ｢学級
における好ましい人間関係を育てるとともに, 児童の心
身の健康・安全の保持増進や健全な生活態度の育成を図





ていない. また 『生徒指導の手引き』 に繰り返し登場す
る ｢好ましい人間関係｣ というフレーズがここでも使わ

























具体的には, 係か当番か, 班当番制にするか, 担当チー







まう. ｢学校図書館の利用｣ もしかりである. 学級集団



















日本福祉大学子ども発達学論集 第 12 号 2020 年 1 月
― 26 ―
【図 3 1958 年版から 1968・77 年版へ】















1977 年版までは, 児童活動という領域によって, か
ろうじて ｢児童の自主的活動を基本とする｣ 系譜が明示
されていたが, この領域がなくなることで, 特別活動全
体が, ｢学校が計画し実施する｣ 活動となった. 子ども
の自治の ｢死亡宣告｣ とでもいうべきだろうか. 1989
年版は ｢児童活動｣ を削除し, ｢特別活動｣ の下に, 4
領域を並置しているが, だとすると, 1968 年版でも同






1977 年版の学級指導 (として行われてきた活動) と
学級会活動 (として行われてきた活動) とが統合されて







用, 健康で安全な生活態度の形成, 学校給食など｣ とい
う学級指導の内容が折衷されただけでとくに新鮮味はな







自治活動を重視する ｢自由研究｣ や ｢特別教育活動｣ の
系譜があると理解されてきた. しかし, たしかに ｢自由
研究｣ ｢教科以外の活動｣ ｢特別教育活動｣ は子どもの
｢自主的活動を基本とするもの｣ と明記され, 実際に









化していったのである. 1958 年版では, 建前ではあっ
ても子どもの ｢自主的活動を基本とする｣ 特別教育活動
にたいして, 学校が主導権をもつ学校行事を対置させ,
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【図 4 1977 年版から 1989 年版へ】
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